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《本教材にについて》 
・本PDFは閲覧・ダウンロードは可能ですが、掲載してある内容を無断複写・

無断転載は禁止します。 

 

・解説動画は、ラジアータインクリース[過去問解説]ページからYouTube動画

をご覧いただけます。 

 

 

《最短最速合格ガイドについて》 
・FP試験教材『最短最速合格ガイド』は、毎回試験に出ている問題をまとめス

ピード合格するための教材です。 

 

・『最短最速合格ガイド』の詳細は下記のページからご覧ください。 

https://www.radiata-increase.com/shop 

 

 

 
  



 

 

 
 

 

  



【第１問】下記の（問１）、（問２）について解答しなさい。 

問１ 

ファイナンシャル・プランナー（以下「ＦＰ」という）は、ファイナンシャル・プラン

ニング業務を行ううえで関連業法等を順守することが重要である。ＦＰの行為

に関する次の（ア）～（エ）の記述について、適切なものには○、不適切なも

のには×を解答欄に記入しなさい。 

 

（ア）生命保険募集人・保険仲立人の登録を受けていないＦＰが、生命保険

契約を検討している顧客のライフプランに基づき、有償で具体的な必要保障

額を試算した。 

 

（イ）税理士の登録を受けていないＦＰが、公民館主催の無料相談に訪れた

相談者に対し、相続人の具体的な相続税額を計算した。 

 

（ウ）投資助言・代理業の登録を受けていないＦＰが、顧客に対し有償で、特

定企業の公表されている決算報告書を用いて、具体的な株式の投資時期等

の判断や助言を行った。 

 

（エ）社会保険労務士の登録を受けていないＦＰが、顧客が持参した「ねんき

ん定期便」を基に、有償で公的年金の受給見込み額を計算した。 

  



【答え】 
ア．適切 ○ 

生命保険募集人や保険仲立人の登録をしていない FP であっても、顧客の

ライフプランに基づき、必要保障額を具体的に試算することができます。 

 

 

イ．不適切 × 

税理士資格を持たない FP は、「税務相談」「税務書類の作成」「税務代理」

を行ってはいけません。 

具体的な納税額の計算は、税務相談に該当するため、行うことはできませ

ん。 

 

 

ウ．不適切 × 

金融商品取引業者として登録を受けていない FP は、投資助言・代理業・投

資運用業を行ってはいけません。 

具体的な株式の投資時期等の判断や助言を行うことはできません。 

 

 

エ．適切 ○ 

社会保険労務士資格を持たない FP は、労働社会保険諸法令に基づく申請

書類の作成、提出手続きの代行、申告等の代理、帳簿書類の作成を行うこと

はできません。 

ただし、社会保険労務士資格を有していない FP でも、公的年金の受給見

込み額の計算することは、社会保険労務士業務に抵触しません。 

  



問２ 

｢個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」および著作権法に関す

る次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．個人情報とは、生存する個人が特定できる情報のことをいい、原則とし

て、死者の情報は個人情報とされない。 

 

２．顧客との電話による会話を録音したデータは、個人情報とされない。 

 

３．自身が記事中で紹介された新聞紙面をコピーし、生活者向け講演会の

資料として配布する場合、当該新聞社の許諾は必要ない。 

 

４．公表された他人の著作物を自分の著作物に引用する場合、引用部分が

「主」となる内容で、自ら作成する部分が「従」でなければならない。 

  



【答え】 
1．適切 ○ 

本問の通り、 

個人情報保護法は、個人情報を生存する個人に関する情報に限っているた

め、死者の情報については保護の対象とはなりません。 

 

 

2．不適切 × 

個人情報は、音声や映像によるものも含まれます。 

 

 

3．不適切 × 

たとえ自身の記事でも新聞記事は新聞社の著作物となります。 

 

 

4．不適切 × 

自己の著作物が「主」であり、引用部分が「従」であることが必要であり、主従

関係といます。 

 

本問の説明は主従関係の説明が逆になります。 

 

 

したがって正解は、1 

  



 

【第２問】下記の（問３）～（問６）について解答しなさい。 

問３ 下記＜証券口座の概要＞に関する次の記述のうち、最も適切なものは

どれか。 

＜証券口座の概要＞ 

 
 

１．金融商品取引業者等は、（ａ）のみを選択している個人投資家に対して、

その口座内での１年間の取引をまとめて取引報告書を交付しなければなら

ない。 

 

２．年初の売却で（ｂ）を選択した場合、同年中の２度目以降の売却の際に

（ｃ）に変更できない。 

 

３． （ｃ）を選択した場合、ほかの金融商品取引業者等に開設している特定

口座における損益と通算することはできない。 

 

４． （ｄ）の非課税投資枠を超えた取引は、（ａ）で取引しなければならない。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

一般口座で管理している株式などは、投資家自ら1年間の譲渡損益を計算

し、確定申告をしなければなりません。 

金融商品取引業者などは取引報告書を交付する義務はありません。 

 

 

２．適切 

特定口座の源泉徴収「あり」と「なし」は変更できます。 

源泉徴収「なし」から「あり」へ変更する場合、配当金等の受入れのみであれ

ば当年中に変更手続きが可能です。 

 

源泉徴収「あり」から「なし」へ変更する場合、源泉徴収「あり」の口座で売却

があった場合、その年中は源泉徴収「なし」に変更できません。 

 

 

３．不適切 

特定口座と一般口座は損益通算可能です。 

複数の証券会社の特定口座内の損益は、自動的に損益通算することはでき

ませんが、確定申告することで損益通算することができます。 

 

 

４．不適切 

NISA口座で非課税投資枠を超えた取引は、一般口座・特定口座のどちらで

も取引できます。 

 

 

したがって正解は、2 

  



問４ 

個人向け国債（変動１０年）に関する下表の空欄（ア）～（エ）にあてはまる適

切な語句または数値を語群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入し

なさい。なお、同じ番号を何度選んでもよいこととする。 

 

 
 

 
 

  



【答え】 
ア．1 

個人向け国債の金利は半年ごとに見直されます。 

 

 

イ．10 

金利は「基準金利×0.66」に設定されています。 

 

 

ウ．6 

個人向け国債の金利の最低保証があり、0.05%です。 

 

 

エ．2 

個人向け国債の中途換金は、発行後1年を経過することで可能となります。 

 

  



問５ 

馬場さんは、特定口座で保有しているＨＧ投資信託（追加型国内公募株式

投資信託）の収益分配金を２０２３年６月に受け取った。ＨＧ投資信託の運用

状況が下記＜資料＞のとおりである場合、次の記述の空欄（ア）、（イ）にあて

はまる語句の組み合わせとして、最も適切なものはどれか。 

 

 
 

・ 馬場さんが保有するＨＧ投資信託の収益分配後の個別元本は、（ ア ）で

ある。 

 

・ 馬場さんが特定口座で受け取った分配金には、所得税・住民税が課税

（ イ ）。 

 

１．（ア）１３,６００円 （イ）される 

２．（ア）１４,１００円 （イ）される 

３．（ア）１３,６００円 （イ）されない 

４．（ア）１４,１００円 （イ）されない 

 

  



【答え】 
ア．  

株式投資信託の分配金には、普通分配金と元本払戻金(特別分配金)の2種

類があり、収益分配金支払後の基準価額が受益者の個別元本を下回る場

合、元本払戻金(特別分配金)となります。 

 

収益分配後の個別元本=分配落ち前の個別元本-元本払戻金の額 

               =14,300円-200円 

               =14,100円 

 

 

イ．  

普通分配金は、利益が出ていますので、課税されますが、 

元本払戻金は、投資した元本が戻ってきているだけですので、課税されませ

ん。 

 

 

したがって正解は、4 

  



問６ 

藤原さんは、勤務先に企業年金がないため、ＨＴ社を運営管理機関とする個

人型確定拠出年金（以下「ｉＤｅＣｏ」という）に加入することを検討しており、下

記＜資料＞を示してＦＰの小山さんに質問をした。小山さんの説明のうち、最

も不適切なものはどれか。 

 

 
 

１．「ＨＴ社が扱う商品の中から１つだけを運用商品として、選択することはで

きません。」 

 

２．「選択した運用商品は、ｉＤｅＣｏ加入中、原則として、いつでも変更するこ

とができます。」 

 

３．「運用商品のうち投資信託には、国内株式型や国内債券型など投資対

象となる資産によって分類されるものもありますが、バランス型のように複数

資産を組み合わせたものもあります。」 

 

４．「運用商品には、保険商品や定期預金等の元本確保型商品があり、所定

の利息が上乗せされますが、金利情勢によっては利息額を手数料が上回る

場合もあります。」 

  



【答え】 
１．不適切 

個人型確定拠出年金(ｉＤｅＣｏ)は、複数の商品に投資することもできますし、

1つに投資することもできます。 

 

 

２．適切 

本問の通り 

個人型確定拠出年金(ｉＤｅＣｏ)は、いつでも運用商品を変更することが可能

です。 

 

 

３．適切 

本問の通り 

バランス型とは、株式だけや債券だけなど一つの資産に投資するわけでは

なく、複数の資産や市場へバランスよく分散投資します。 

そのため、1つのバランス型に投資することで、さまざまな資産に投資できリス

ク分散することができます。 

 

 

４．適切 

本問の通り 

個人型確定拠出年金(ｉＤｅＣｏ)は、定期預金などの元本確保型商品もありま

す。また金利情勢によっては利息額を手数料が上回る場合もあります。 

 

 

したがって正解は、1 

  



【第３問】下記の（問７）～（問１０）について解答しなさい。 

問７ 

建築基準法に従い、下記＜資料＞の土地に耐火建築物を建てる場合、建

築面積の最高限度（ア）と延べ面積（床面積の合計）の最高限度（イ）の組み

合わせとして、正しいものはどれか。なお、＜資料＞に記載のない条件につ

いては一切考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 

 
 

１．（ア）７２㎡ （イ）２８８㎡ 

２．（ア）７２㎡ （イ）４８０㎡ 

３．（ア）８４㎡ （イ）２８８㎡ 

４．（ア）８４㎡ （イ）４８０㎡ 

 

  



【答え】 
(ア) 建築面積の最高限度 

[建築面積の上限の計算式] 

・建築面積の上限=敷地面積×建ぺい率 

 

[建ぺい率の上限が緩和される場合] 

防火地域内にある耐火建築物 プラス10% 

準防火地域の耐火・準耐火建築 プラス10% 

特定行政庁が指定する角地 プラス10% 

建ぺい率が80%とされている地域内

で、防火地域内になる耐火建築物 

建ぺい率100 

(建ぺい率の制限なし) 

 

[本問の場合] 

防火地域内にある耐火建築物を建築する場合、建ぺい率が10%緩和されま

す。 

建築面積の上限=120㎡×(60%+10%)=84㎡ 

 

 

  



(イ) 延べ面積の上限 

容積率とは、敷地面積に対する延べ面積(各階の床面積の合計)の割合のこ

とを言います。 

 

[計算式] 

容積率=延べ面積÷敷地面積 

延べ面積=敷地面積×容積率 

 

●容積率の制限 

容積率は、前面道路の幅員によって制限を受けます。 

前面道路が2つ以上ある場合は、最も幅の広いものが道路の前面道路となり

ます。 

 

[前面道路の幅員による容積率] 

●前面道路の幅員が12m以上の場合の容積率は「指定容積率」となります。 

 

●前面道路の幅員が12m未満の場合の容積率 

住居系用途地域・・・前面道路の幅員×4/10 

その他の用途地域・・前面道路の幅員×6/10 

12m未満の場合は、「指定容積率」と「前面道路の幅員×法定乗数(4/10また

は6/10)」のいずれか、小さい方が限度となります。 

 

[本問の場合] 

・全面道路の幅員=4m 

・用途地域=第二種居住地域 

6m×4/10=240% 

指定容積率400% 

小さい方が限度となりますので、容積率は240%となります。 

 

延べ面積の上限=120㎡×240%=288㎡ 

 

したがって正解は、3.(ア)84㎡ (イ)288㎡ 

  



問８ 

下記＜資料＞は、大津さんが購入を検討している物件の登記事項証明書の

一部である。この登記事項証明書に関する次の記述のうち、最も不適切なも

のはどれか。なお、＜資料＞に記載のない事項については一切考慮しない

ものとする。 

 

＜資料＞ 

 
 

１．権利部（甲区）には、所有権の移転登記のほか、差押え等が記載される。 

 

２．この物件には株式会社ＫＭ銀行の抵当権が設定されているが、別途、ほ

かの金融機関などが抵当権を設定することもできる。 

 

３．細井正さんが株式会社ＫＭ銀行への債務を完済した場合、当該抵当権

の登記は自動的に抹消される。 

 

４．登記事項証明書は、誰でも法務局などにおいて、交付請求をすることが

できる。 

  



【答え】 
１．適切 

表題部 
表示(物理的状況)に関する事項) 

・土地に関する登記記録 

所在地、地番、土地の面積、所有者などを記載 

・建物に関する登記記録 

家屋番号、床面積、構造、所有者などを記載 

 

権利部 
権利に関する事項 

甲区：所有権に関する事項 

所有権の保存・移転・仮登記・差押えなどを記載 

乙区：所有権以外の権利に関する事項 

抵当権・借地権・賃借権などを記載 

 

不動産の登記記録の権利部甲区に、差し押さえ等が記載されています。 

 

２．適切 

不動産には、複数の抵当権を設定することができます。 

 

３．不適切 

債務を完済しても、設定している抵当権は自動的には抹消されません。 

抹消するためには、抹消登記が必要です。 

 

４．適切 

不動産登記記録は、法務局(登記所)で登記事項証明書の交付申請をすれ

ば、誰でも記載事項は確認できます。 

 

したがって正解は、3 

  



問９ 

不動産取得税に関する次の記述の空欄（ア）～（エ）にあてはまる語句を語

群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。 

 

不動産取得税は、原則として不動産の所有権を取得した者に対して、その

不動産が所在する（ ア ）が課税するものであるが、相続や（ イ ）等を原因

とする取得の場合は非課税となる。課税標準は、原則として（ ウ ）である。ま

た、一定の条件を満たした新築住宅（認定長期優良住宅ではない）を取得し

た場合、課税標準から１戸当たり（ エ ）を控除することができる。 

 

 

＜語群＞ 

１． 市町村 ２． 都道府県 ３． 国税局 

４． 贈与 ５． 売買 ６． 法人の合併 

７． 固定資産税評価額 ８． 公示価格 ９． 時価 

１０． １,０００万円 １１． １,２００万円 １２． １,５００万円 

 

  



【答え】 
ア．2 

不動産取得税の課税主体は都道府県です。 

 

イ．6 

法人の合併の場合は、不動産取得税は非課税となります。 

 

 

ウ．7 

不動産取得税の課税標準は、固定資産税評価額です。 

 

 

エ．11 

新築住宅を取得（増改築を含む）する場合、床面積が50㎡以上240㎡以下

（貸家の場合40㎡以上）の住宅（特例適用住宅）であれば、1戸につき1,200

万円を課税標準から控除することができます（認定長期優良住宅について

は、一戸につき1,300万円）。 

 

 

  



問１０ 

橋口さんは、自身の居住用財産である土地・建物の譲渡を予定しており、ＦＰ

で税理士でもある吉田さんに居住用財産を譲渡した場合の３,０００万円特別

控除の特例（以下「本特例」という）について質問をした。下記＜資料＞に基

づく本特例に関する次の（ア）～（エ）の記述について、適切なものには○、

不適切なものには×を解答欄に記入しなさい。 

 

＜資料＞ 

土地・建物の所在地：○○県××市△△町１－２－３ 

取得日：２０２０年２月４日 

取得費：２,５００万円 

譲渡時期：２０２３年中 

譲渡金額：３,２００万円 

 

 

（ア）「２０２０年に本特例の適用を受けていた場合、２０２３年に本特例の適用

を受けることはできません。」 

 

（イ）「橋口さんの２０２３年の合計所得金額が３,０００万円を超える場合、本特

例の適用を受けることはできません。」 

 

（ウ）「譲渡先が橋口さんの配偶者や直系血族の場合、本特例の適用を受け

ることはできません。」 

 

（エ） 「本特例の適用を受けられる場合であっても、譲渡益が３,０００万円に

満たないときは、その譲渡益に相当する金額が控除額になります。」 

  



【答え】 
ア．不適切 

[居住用財産を譲渡した場合の３,０００万円特別控除の特例] 

・自宅（居住用財産）を売っていること 

・親子や配偶者といった特殊関係者への売却ではないこと 

・売却した不動産の所有期間が売却した年の 1月 1日現在において 10 年

を超えていること 

・売却した年から数えて、前年および前々年にこの特例の適用を受けてい 

ないこと 

 

[本問の場合] 

2023 年に売却した場合、2021年・2022 年にこの特例の適用を受けている

場合は、適用できませんが、本問では２０２０年に本特例の適用を受けてい

た場合ですので、適用できます。。 

 

 

イ．不適切 

本特例の適用を受けるために、合計所得金額の要件はありません。 

 

 

ウ．適切 

本特例は売手と買手が、配偶者・直系血族および生計を一にする親族等は

適用を受けることができません。 

 

 

エ．適切 

本問の通り 

譲渡益が３,０００万円に満たない場合、その譲渡益に相当する金額が控除

額になります。 

 

  



【第４問】下記の（問１１）～（問１４）について解答しなさい。 

問１１ 

細川さんは契約している生命保険契約の保険料の払込みができなかった場

合の流れについて、ＦＰの大垣さんに質問をした。下記＜資料＞に基づく大

垣さんの説明の空欄（ア）～（エ）にあてはまる語句の組み合わせとして、最も

適切なものはどれか。なお、記載のない事項については一切考慮しないもの

とする。 

 

 
 

 
 

１．（ア）払込待機 （イ）契約者貸付   （ウ）失効 （エ）復元 

２．（ア）払込猶予 （イ）自動振替貸付 （ウ）失効 （エ）復活 

３．（ア）払込待機 （イ）自動振替貸付 （ウ）解除 （エ）復活 

４．（ア）払込猶予 （イ）契約者貸付   （ウ）解除 （エ）復元 

 

  



【答え】 
ア．  

払込期日までに保険料の払込ができなかった場合でも、払込猶予期間内に

保険料を払い込めば、保険契約を継続させることができます。 

 

 

イ．  

自動振替貸付は、解約返戻金がある生命保険の場合に、保険会社が自動

的に立て替えてくれる制度です。 

自動振替貸付によって、解約返戻金の範囲内で保険会社から保険料を立て

替えることにより契約を継続します。 

 

 

ウ．  

特定疾病保障保険Bは解約返戻金がない保険ですので、払込猶予期間内

に保険料が払い込まれなかった場合、保険契約は失効します。 

 

 

エ. 

一度失効した契約を再び有効にする制度を復活と言います。 

 

 

したがって正解は、2 

 

  



問１２ 

山岸幸太郎さん（４８歳）が加入の提案を受けた生命保険の保障内容は下記

＜資料＞のとおりである。この生命保険に加入した場合、次の記述の空欄

（ア）～（ウ）にあてはまる数値を解答欄に記入しなさい。なお、各々の記述は

それぞれ独立した問題であり、相互に影響を与えないものとする。 

 
  



 
 

 
  



【答え】 
ア． 

・入院給付金30万円 

 →虫垂炎で8日間入院している 

 

・外来手術給付金3万円 

 →ケガによる入院を伴わない手術 

 

合計=33万円 

 

 

イ． 

・三大疾病保険金500万円 

 →がんと診断 

 

・特定疾病診断保険金 500万円×10%=50万円 

 →がんと診断 

 

・入院給付金30万円 

 20日間入院している 

 

合計=580万円 

 

ウ． 

本問の場合、死亡保険金を合計しますが、「新3大疾病保障保険の死亡保

険金は、リビング・ニーズ特約による保険金支払いの対象となりません」と資

料にありますので、含みません。 

・終身保険100万円 

・定期保険1,400万円 

・身体障害保障保険400万円 

合計=1,900万円 

  



問１３ 

下記＜資料＞の養老保険のハーフタックスプラン（福利厚生プラン）に関す

る次の（ア）～（エ）の記述について、適切なものには○を、不適切なものに

は×を解答欄に記入しなさい。なお、当該法人の役員・従業員の大部分は

法人の同族関係者ではない。 

 

 
 

（ア）部課長等の役職者のみを被保険者とする役職による加入基準を設けた

場合、職種等に応じた合理的な基準により、普遍的に設けられた格差である

と認められる。 

 

（イ）原則として役員・従業員全員を被保険者とする普遍的加入でなければ、

株式会社ＹＣが支払った保険料の２分の１を福利厚生費として損金の額に算

入することができない。 

 

（ウ）養老保険に入院特約等を付加した場合、株式会社ＹＣが支払った養老

保険部分の保険料の２分の１を福利厚生費として損金の額に算入することが

できない。 

 

（エ）死亡保険金が被保険者の遺族に支払われた場合、株式会社ＹＣは当

該契約に係る資産計上額を取り崩し、同額を損金の額に算入する。 

  



【答え】 
ア．不適切 

ハーフタックスプランでは、契約者を法人、被保険者を役員・従業員、普遍

的加入（加入者の公平性）を条件に、福利厚生費として２分の１を損金計上

が認められています。 

 

役職者のみを被保険者とすることは認められていません。 

 

 

イ．適切 

福利厚生費として２分の１を損金計上するためには、普遍的加入が条件とな

ります。 

普遍的加入は、「全員加入が原則」「客観性判断に基づく基準を持って、従

業員を選定する必要があります。」 

 

 

ウ．不適切 

特約の付加の有無は関係ありません。 

ハーフタックスプランの要件を満たしている場合は、２分の１を損金算入する

ことができます。 

 

 

エ．適切 

本問の通り 

死亡保険金が被保険者の遺族に支払われた場合、法人は資産計上額を取

り崩し、同額を雑損失として損金の額に算入します。 

 

  



問１４ 

川野さん（４３歳）が自身を記名被保険者として契約している自動車保険の下

記＜資料＞の契約更新案内に関する次の（ア）～（エ）の記述について、適

切なものには○、不適切なものには×を解答欄に記入しなさい。なお、＜資

料＞に記載のない特約については考慮しないものとする。 

 
（ア）どのプランでも、川野さんが被保険自動車を運転中の事故により負傷し

た場合、川野さんの過失割合にかかわらず、ケガの治療費の補償を受けるこ

とができる。 

 

（イ）前年同等プランでは、被保険自動車が盗難による損害を受けた場合、

補償の対象となる。 

 

（ウ）おすすめプランＡでは、川野さんの友人（３３歳）が被保険自動車を運転

中に対人事故を起こした場合、補償の対象とならない。 

 

（エ）おすすめプランＢでは、川野さんが所有する原動機付自転車を運転中

に対物事故を起こした場合、補償の対象となる。 

  



【答え】 
ア．不適切 

過失割合にかかわらず、ケガの治療費の補償を受けるには、人身傷害補償

保険に加入する必要があります。 

本問では、「前年同等プラン」には、人身傷害補償保険には付帯されていま

せんので、「どのプランでも」という説明は不適切です。 

 

 

イ．適切 

車両保険は、被保険自動車につき、衝突、接触、火災、爆発、盗難、台風、

洪水等の偶然な事故によって生じた損害に対して保険金が支払われます。 
 

エコノミー型・一般型どちらでも、盗難は補償対象です。 

 

 

ウ．不適切 

おすすめプランAは、「限定なし」ですので、友人が運転者として事故を起こ

した場合でも、補償対象となります。 

 

 

エ．適切 

おすすめプランBは、「ファミリーバイク特約」が付帯されていますので、対物

事故を起こした場合、補償の対象となります。 

  



【第５問】下記の（問１５）～（問１８）について解答しなさい。 

問１５ 

会社員の榎田さんが２０２３年中に支払った医療費等が下記＜資料＞のとお

りである場合、榎田さんの２０２３年分の所得税の確定申告における医療費

控除の金額として、正しいものはどれか。なお、榎田さんの２０２３年分の所得

は、給与所得６１０万円のみであるものとし、榎田さんは妻および母と生 

計を一にしている。また、セルフメディケーション税制（特定一般用医薬品等

購入費を支払った場合の医療費控除の特例）については考慮せず、保険金

等により補てんされる金額はないものとする。 

 

 
 

１． ４３,０００円 

２． ４６３,０００円 

３． ４９３,０００円 

４． ５５０,０００円 

  



【答え】 
医療費控除は、その年に支払った自己負担の医療費から保険金などで補填

された金額と10万円を差し引いた額です。 

 

[計算式] 

支出した医療費用‐10万円 

 

[本問の場合] 

・入院治療：63,000円→対象 

・人間ドッグ：47,000円(榎田さん本人の部分のみ)→対象 

・通院治療：33,000円→対象 

・歯科治療：450,000円→対象 

 

●支出した医療費 

63,000円+47,000円+33,000円+450,000円=593,000円 

 

●医療費総額 

593,000円-医療費控除100,000円=493,000円 

 

 

したがって正解は、3 

  



問１６ 

会社員の増田さんの２０２３年分の所得等が下記＜資料＞のとおりである場

合、増田さんが２０２３年分の所得税の確定申告を行う際に、給与所得と損益

通算できる損失はいくらになるか。なお、▲が付された所得金額は、その所

得に損失が発生していることを意味するものとする。また、記載のない事項 

については一切考慮しないものとし、解答に当たっては、解答用紙に記載さ

れている単位に従うこと。 

 

 
 

  



【答え】 
損益通算とは、所得税額を計算する際に、不動産所得・事業所得・山林所

得・譲渡所得の金額に損失が生じた場合、その損失額をほかの所得の金額

から控除することを言います。 

 

 

●不動産所得 

不動産所得の損失のうち、土地取得に要した負債の利子は他の所得と損益

通算できません 

損失▲70万円から土地取得に要した負債の利子25万円を除くと、▲45万円

となります。 

 

 

●譲渡所得 

・譲渡所得でも、株式等の譲渡損失は分離課税のため、総合課税の給与所

得と損益通算できません。 

・ゴルフ会員権は、総合課税の対象で、損益通算できません。 

 

 

よって、給与所得と損益通算できる金額は、45万円です。 

 

 

したがって正解は、45(万円) 

  



問１７ 

広尾さん（６６歳）の２０２３年分の収入等が下記＜資料＞のとおりである場

合、広尾さんの２０２３年分の所得税における総所得金額として、正しいもの

はどれか。なお、記載のない事項については一切考慮しないものとし、総所

得金額が最も少なくなるように計算すること。 

 
 

 
 

１． ３３５万円 

２． ３４５万円 

３． ３５５万円 

４． ３９０万円 

  



【答え】 
●給与所得：アルバイト収入 

給与所得=給与収入-給与所得控除 

給与所得=55万円-55万円=0円 

 
給与等の収入金額 給与所得控除額 

2020 年度分以降 

162.5万円以下 55万円 

162.5万円超 180万円以下 収入金額×40%-10万円 

180万円超 360万円以下 収入金額×30%+8 万円 

360万円超 660万円以下 収入金額×20%+44万円 

660万円超 850万円以下 収入金額×10%+110万円 

850万円超 1,000万円以下 195万円(上限額) 

1,000万円超 

 

●雑所得：老齢年金および企業年金	
公的年金等控除=350万円×25%+27.5万円=115万円 

公的年金等に係る雑所得=350万円-115万円=235万円 

 

●不動産所得：不動産収入 

不動産所得=総収入金額-必要経費-青色申告特別控除 

本問では、必要経費20万円と青色申告特別控除10万円は控除前です。 

 

不動産所得=130万円-20万円-10万円=100万円 

 

●総所得金額 

0円+235万円+100万円=335万円 

 

 

したがって正解は、1 

  



問１８ 

住吉さんは、加入していた下記＜資料＞の養老保険が２０２３年８月に満期

を迎えたため、満期保険金を一括で受け取った。住吉さんの２０２３年分の所

得税において、総所得金額に算入すべき一時所得の金額として、正しいも

のはどれか。なお、住吉さんには、この満期保険金以外に一時所得の対象と

なるものはないものとする。 

 

＜資料＞ 

払込保険料の総額：４３０万円 

満期保険金：５００万円 

保険期間：１０年間 

 

１． １０万円 

２． ２０万円 

３． ３５万円 

４． ７０万円 

  



【答え】 
●一時所得=総収入金額-収入を得るために支出した額-特別控除50万円 

        =500万円-430万円-50万円=20万円 

 

※一時所得は、総所得金額を算出する際に、2分の1が合算対象です 

 

20万円×1/2=10万円 

 

 

したがって正解は、1 

  



【第６問】下記の（問１９）～（問２１）について解答しなさい。 

問１９ 

下記の相続事例（２０２３年７月３０日相続開始）における相続税の課税価格

の合計額として、正しいものはどれか。なお、記載のない条件については一

切考慮しないものとする。 

 

 
 

１． ７,６００万円 

２． ７,８００万円 

３． ９,１００万円 

４． １１,６００万円 

 

  



【答え】 
●相続税の課税財産 

土地(特例適用後)：1,000万円 

建物：300万円 

現預金：5,000万円 

死亡保険金=3,000万円  

 

合計=1,000万円+300万円+5,000万円+3,000万円=9,300万円 

 

 

●死亡保険金は、「500万円×法定相続人の数」で計算します。 

本問の場合は、法定相続人は配偶者、長男、二男の3人となります。ので、

500万円×3人=1,500万円が非課税限度となります。 

 

死亡保険金の非課税額=3,000万円-1,500万円=1,500万円 

 

債務・葬式費用=200万円 

 

 

●相続税の課税価格に算入される額 

9,300万円-1,500万円-200万円=7,600万円 

 

 

したがって正解は、7,600万円 

  



問２０ 

下記＜親族関係図＞の場合において、民法の規定に基づく法定相続分に

関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる適切な語句または数値を語

群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。なお、同じ番号を

何度選んでもよいこととする。 

 

 
 

［相続人の法定相続分］ 

・ 被相続人の配偶者の法定相続分は（ ア ）である。 

・ 被相続人の二男の法定相続分は（ イ ）である。 

・ 被相続人の孫Ａの法定相続分は（ ウ ）である。 

 

 
  



【答え】 
[法定相続人] 

配偶者は、常に法定相続人となり、親族は、子・直系尊属・兄弟姉妹の順に、

先の順位者がいない場合に、法定相続人となります。 

 

[法定相続分] 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

[代襲相続相続人] 

相続分は本来の相続分と同じです。 

 

『本問の法定相続人』 

配偶者・長男・二男・孫A・孫B 

 

『本問の法定相続分』 

・配偶者 1/2 

・長男・二男 1/2×1/3=1/6 

・孫A・孫B 1/2×1/3×1/2=1/12 

 

ア．2 

被相続人の配偶者の法定相続分は（ 1/2 ）である。 

 

イ．5 

被相続人の二男の法定相続分は（ 1/6 ）である。 

 

エ．7 

被相続人の孫Ａの法定相続分は（ 1/12 ）である。 

  



問２１ 

相続の手続き等に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。 

 

１．相続人が相続放棄をする場合、自己のために相続の開始があったことを

知った時から、原則として、６ヵ月以内に家庭裁判所にその旨の申述をしな

ければならない。 

 

２．遺産分割協議により遺産分割を行う場合、相続の開始があったことを知っ

た日から１０ヵ月以内に遺産分割協議書を作成し、家庭裁判所に提出しなけ

ればならない。 

 

３．法定相続情報証明制度に基づき、法定相続情報一覧図を作成した場合

であっても、遺産の相続手続きを行う際には、被相続人の出生時から死亡時

までのすべての戸籍謄本の原本が必要となる。 

 

４．被相続人の死亡時の住所地が国内にある場合、相続税の申告書の提出

先は、被相続人の死亡時の住所地の所轄税務署長である。 

 

  



【答え】 
１．不適切 

相続の放棄は、相続の開始があったことを知った時から3ヶ月以内に、家庭

裁判所に申述する必要があります。 

 

 

２．不適切 

遺産分割の提出期限はありません。 

 

 

３．不適切 

法定相続情報証明制度は、戸籍謄本の代わりに法定相続情報一覧図で相

続関係を証明してくれるものです。 

 

無料で必要枚数交付されますので、すべての戸籍謄本の原本を用意する必

要はありません。 

 

 

４．適切 

本問の通り 

被相続人の死亡時の住所地が国内にある場合、相続税の申告書の提出先

は、被相続人の死亡時の住所地の所轄税務署長です。 

 

 

したがって正解は、4 

  



【第７問】下記の（問２２）～（問２４）について解答しなさい。 

 
 

 
  



問２２ 

福岡家のキャッシュフロー表の空欄（ア）は洋司さんの可処分所得である。下

表のデータに基づいて、空欄（ア）にあてはまる数値を計算しなさい。なお、２

０２２年における洋司さんの収入は給与収入のみである。 

 

 
 

  



【答え】 
可処分所得とは、収入のうち税金や社会保険料を除いた所得です。 

 

可処分所得=収入金額-(所得税+住民税+社会保険料) 

 

[本問の場合] 

 
・厚生年金保険料 63万円 

・所得税 25万円 

・住民税 34万円 

・健康保険料・介護保険料 41万円 

・雇用保険料 3万円 

 

 

給与収入 684万円-(63万円+25万円+34万円+41万円+3万円)=518 万円 

 

 

したがって正解は、518(万円) 

  



問２３ 

福岡家のキャッシュフロー表の空欄（イ）にあてはまる数値を計算しなさい。な

お、計算に当たっては、キャッシュフロー表中に記載の整数を使用し、計算

結果については万円未満を四捨五入すること。 

 

  



【答え】 
 [複利計算の計算式] 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

[本問の場合] 

・元金 373万円 

・変動率 2% 

・3年後 

 

3年後の基本生活費=373万円×(1+2÷100)3乗=395.830…→396万円(万円

未満四捨五入) 

 

 

したがって正解は、(イ) 396万円 

  



問２４ 

福岡家のキャッシュフロー表の空欄（ウ）にあてはまる数値を計算しなさい。な

お、計算に当たっては、キャッシュフロー表中に記載の整数を使用し、計算

結果については万円未満を四捨五入すること。 

  



【答え】 
[複利計算の計算式] 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

[本問の場合] 

・前年の金融資産残高 1,046万円 

・変動率 1% 

・1年間の年間収支  

収入合計1,001万円-支出合計921万円=80万円 

  

前年の金融資産残高=1,046万円×(1+1÷100)1乗+80万円=1136.46万円 

                   =1136万円(万円未満四捨五入) 

 

 

したがって正解は、1136 (万円) 

  



【第８問】下記の（問２５）～（問２７）について解答しなさい。 

下記の係数早見表を乗算で使用し、各問について計算しなさい。なお、税

金は一切考慮しないものとし、解答に当たっては、解答用紙に記載されてい

る単位に従うこと。 

 

 
  



問２５ 

宇野さんは、定年退職後の生活資金として、６５歳からの３０年間、毎年年末

に１８０万円ずつ貯蓄を取り崩していきたいと考えている。年利１.０％で複利

運用する場合、受取り開始年の初めにいくらの貯蓄があればよいか。 

  



【答え】 
●年金現価係数 

一定期間にわたって複利運用し、毎年一定金額を受取るための現在必要な

元本を求める。 

 

30 年間にわたって 180万円ずつ受取りたい。年利1％とした場合、現在必要

な元本は？ 

 
 

 

180万円×25.808=46,454,400円 

 

 

したがって正解は、46,454,400円 
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問２６ 

谷口さんは、子どもの大学進学資金の準備として毎年年末に２０万円ずつ新

たに積み立てようと考えている。１５年間、年利１.０％で複利運用しながら積

み立てた場合、１５年後の合計額はいくらになるか。 

  



【答え】 
●年金終価係数 

毎年一定額を積立てた場合の一定期間後の将来の金額を求める。 

 

年利 1％で毎年 20万円を 15年間積み立てた場合の 15年後の金額は？ 

  

 
 

200,000円×16.097=3,219,400円 

 

 

したがって正解は、3,219,400円 
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問２７ 

千田さんは、マイカーの買い替え資金として、６年後に１５０万円を用意した

いと考えている。年利１.０％で複利運用しながら毎年年末に一定額を積み立

てる場合、毎年いくらずつ積み立てればよいか。 

 

  



【答え】 
●減債基金係数 

一定期間後に一定金額を用意するための毎年の積立額求める係数は減債

基金係数を使用します。  

 

 
 

[係数早見表]より6年間、年利1.0%の減債基金係数は、0.163です。 

 

1,500,000円×0.163=244,500円 

 

 

したがって正解は、244,500円 
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【第９問】下記の（問２８）～（問３４）について解答しなさい。 

 
  



 

 
 

  



問２８ 

京介さんは、現在居住している自宅の住宅ローンの繰上げ返済を検討して

おり、ＦＰの五十嵐さんに質問をした。京介さんが住宅ローンを１２０回返済後

に、１００万円以内で期間短縮型の繰上げ返済をする場合、この繰上げ返済

により短縮される返済期間として、正しいものはどれか。なお、計算に当たっ

ては、下記＜資料＞を使用し、繰上げ返済額は１００万円を超えない範囲で

の最大額とすること。また、繰上げ返済に伴う手数料等については考慮しな

いものとする。 

 

 
 

１． ９ヵ月 

２． １年１ヵ月 

３． １年２ヵ月 

４． １年３ヵ月 

  



【答え】 

繰上げ返済すると、次回返済分（本問 120 回）から順に元金部分に充当され

ていきます。 

 

＜資料＞から 

120 回返済後の残高は 15,107,049円とあります。 

ここから 100万円繰上げ返済したとすると、 

繰上げ返済後の残高 15,107,049円-1,000,000円＝14,107,049円 

 

よって、14,107,049 円以上となっている返済回までは返済を完了できること

になります。 

 

＜資料＞から 

[計算式] 

・134回の繰上げ返済: 15,107,049円-14,159,930円=947,119円 

・135回の繰上げ返済: 15,107,049円-14,091,003円=1,016,046 円 

 

 

返済回数 134 回目の残高が 14,159,930 円で、134 回-120 回＝14 回分が

947,119 円となり、100 万円以内で繰上げ返済分となり、元本の全額返済が

可能となります。 

 

 

全額返済された月の分だけ返済期間が短縮されるので、 

短縮される返済期間＝134回-120 回=14回(1年 2 ヶ月) 

 

 

したがって正解は、3．  1年 2 ヶ月 

  



問２９ 

京介さんは、住宅ローンの見直しについてＦＰの五十嵐さんに質問をした。

一般的な住宅ローンの見直しに関する五十嵐さんの次の説明のうち、最も不

適切なものはどれか。 

 

１．「より有利な条件の住宅ローンを扱う金融機関に住宅ローンの『借換え』を

する場合、抵当権の抹消や設定費用、事務手数料などの諸費用が必要に

なります。」 

 

２．「通常の返済とは別にローンの元金部分の一部を返済する『繰上げ返済』

をした場合、その元金に対応する利息部分の支払いがなくなり、総返済額を

減らす効果があります。」 

 

３．「現在の住宅ローンの借入先の金融機関において、返済期間を延長する

ことで月々の返済額を減額したり、一定期間、月々の返済額を利息の支払い

のみにする『条件変更』ができる場合もあります。」 

 

４．「固定金利選択型１０年で借り入れている場合、現在の固定期間が終了

した後は固定金利選択型１０年で自動更新され、他の固定金利選択型や変

動金利型を選択することはできません。」 

  



【答え】 
１．適切 

住宅ローンの借換えは、新たな金融機関で住宅ローンを組み直し、現在借り

ているローンを一括返済することを言います。 

 

本問の通り 

抵当権の抹消や設定費用、事務手数料などの諸費用が必要になります。」 

 

 

２．適切 

本問の通り 

繰上げ返済した資金はローンの元金部分に充当されますので、元金に対応

する利息部分の支払いがなくなり、総返済額を減らす効果が期待できます。 

 

 

３．適切 

本問の通り 

現在の住宅ローンの借入先の金融機関に、条件変更を行いローン条件の変

更を相談することもできます。 

 

 

４．不適切 

固定金利選択型ローンの固定金利期間が終了した後、固定金利または変

動金を選択することができます。 

 

 

したがって正解は、4 

  



問３０ 

下記＜資料＞に基づく京介さんの自宅に係る年間の地震保険料を計算しな

さい。なお、京介さんの自宅は京都府にあるイ構造のマンションで、火災保

険の保険金額は１,４００万円で、地震保険の保険金額は、２０２３年９月１日

現在の火災保険の保険金額に基づく契約可能な最大額であり、地震保険料

の割引制度は考慮しないものとする。また、解答に当たっては、解答用紙に

記載されている単位に従うこと。 

 

 
 

  



【答え】 
●地震保険 

地震、地震による津波、噴火などによる居住用建物、家財などの火災、損壊、

埋没または流失による損害を補償するもので、地震保険単独では加入でき

ず、火災保険とセットで加入契約します。 

 

[保険金額] 

建物、また家財ごとに火災保険の保険金額の30~50%の範囲で設定。 

ただし上限として建物は5,000万円、家財1,000万円を上限とする。 

 

「本問の場合」 

・火災保険は保険金額1,400万円で50%相当額ですので、地震保険の保険

金額の最大額700万円(1,400万円×50%=700万円)となります。 

 

・本文に「地震保険料の割引制度は考慮外としない」とあるため割引適用の

計算はしません。 

 

・京都県のイ構造の保険料は、保険金額100万円当たり730円 

 

・地震保険の保険料=730円×(700万円/100万円) 

             =5,110円 

 

 

したがって正解は、5,110(円) 

  



問３１ 

京介さんが加入している保険から保険金等が支払われた場合の課税に関す

る次の（ア）～（エ）の記述について、適切なものには○、不適切なものには

×を解答欄に記入しなさい。 

 

（ア）京介さんが死亡した場合に秋穂さんが受け取る定期保険Ａの死亡保険

金は、相続税の課税対象となる。 

 

（イ）京介さんが余命６ヵ月以内と判断され、定期保険Ａから受け取ったリビン

グ・ニーズ特約の生前給付金の京介さんの相続開始時点における残額は、

非課税となる。 

 

（ウ）自宅が隣家からの延焼で全焼した場合に京介さんが受け取る火災保険

Ｂの損害保険金は、所得税(一時所得）の課税対象となる。 

 

（エ）自宅が地震による火災で全焼した場合に京介さんが受け取る火災保険

Ｂの地震火災費用保険金は、非課税となる。 

 

  



【答え】 
ア．適切 

契約者と被保険者が同じの生命保険の死亡保険金を受け取った場合、相続

税の課税対象となります。 

 

 

イ．不適切 

リビング・ニーズ特約は、余命が6ヶ月以内と診断された場合に、保険料が前

倒しで支払われる保険で、受け取った保険料は非課税となります。 

受け取った保険料を残して、死亡してしまった場合は、相続税の課税対象で

す。 

 

 

ウ．不適切 

個人が受け取った損害保険金は、非課税です。 

 

 

エ．適切 

個人が受け取った地震火災費用保険金は、非課税です。 

 

  



問３２ 

京介さんは、病気療養のため２０２３年８月に７日間入院した。京介さんの２０

２３年８月の１ヵ月間における保険診療分の医療費（窓口での自己負担分）

が２１万円であった場合、下記＜資料＞に基づく高額療養費として支給され

る額として、正しいものはどれか。なお、京介さんは全国健康保険協会管 

掌健康保険（協会けんぽ）の被保険者であり、標準報酬月額は３０万円であ

るものとする。また、 「健康保険限度額適用認定証」の提示はしておらず、

世帯合算および多数回該当は考慮しないものとする。 

 

 
 

１． ４１,１８０円 

２． ８０,１００円 

３． ８４,４３０円 

４． １２５,５７０円 

 

  



【答え】  

高額療養費は、月間の医療費の自己負担額が同一月に一定額(自己負担

限度額)を超えた場合、その超過額について請求すれば、あとで健康保険か

ら支給されます。 
 

[本問の場合] 

窓口の自己負担分(総医療費の3割)が21万円ですので、総医療費は21万円

÷0.3=70万となります。 

 

標準報酬月額は30万円です。 

自己負担限度額=80,100円+(700,000円-267,000円)×1% 

              =84,430円 

 

高額療養費の支給額=210,000円-84,430円  

              =125,570円 

 

 

したがって正解は、4.  125,570円 

  



問３３ 

秋穂さんは、京介さんが死亡した場合の公的年金の遺族給付について、ＦＰ

の五十嵐さんに質問をした。京介さんが２０２３年９月に４５歳で在職中に死

亡した場合、京介さんの死亡時点において秋穂さんが受け取ることができる

遺族給付に関する次の記述の空欄（ア）〜（ウ）にあてはまる適切な語句を 

語群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。なお、京介さん

は、大学卒業後の２２歳から死亡時まで継続して厚生年金保険に加入してい

るものとする。また、家族に障害者に該当する者はなく、記載以外の遺族給

付の受給要件はすべて満たしているものとする。 

 

 
 

 
  



【答え】 
ア．3 

遺族厚生年金の額は、死亡した人の報酬比例部分の年金額の4分の3相当

額です。 

 

 

イ．5 

遺族厚生年金の受給額は、被保険者の加入月数が 300 月に満たないとき

は 300 月で計算します 

 

 

ウ．8 

・中高齢寡婦加算 

下記に該当する妻が受ける遺族厚生年金には、40歳から 65歳になるまで

の間、中高齢寡婦加算が加算されます。 

・夫が亡くなったとき、40歳以上 65歳未満で、生計を同じくしている子がい

ない妻 

・遺族厚生年金と遺族基礎年金を受けていた子のある妻が、子が 18 歳到達

年度の末日に達した（障害の状態にある場合は 20歳に達した）等のため、

遺族基礎年金を受給できなくなったとき、妻が 65歳になると支給がなくなり

ます。 

  



問３４ 

秋穂さんは、今後、正社員からパートタイマーに勤務形態を変更し、京介さ

んが加入する全国健康保険協会管掌健康保険（協会けんぽ）の被扶養者と

なることを検討しているため、ＦＰの五十嵐さんに相談をした。協会けんぽの

被扶養者に関する次の記述の空欄（ア）～（ウ）にあてはまる適切な語句を語 

群の中から選び、その番号のみを解答欄に記入しなさい。なお、問題作成の

都合上、一部を「＊＊＊」にしてある。 

 

 
 

 
 

  



【答え】 
ア．2 

健康保険の被扶養者は、年間収入が130万円未満であることなどの要件を

満たす必要があります。 

 

 

イ．5 

健康保険の被扶養者は、被保険者の年間収入の2分の1未満である場合は

被扶養者となります。 

 

 

ウ．7 

健康保険の被扶養者の年間収入は、雇用保険の失業給付や公的年金額も

含みます。 

 

 

  



【第１０問】次の設例に基づき下記の問３５～問４０について解答しなさい。 

 
  



 
 

 

  



問３５ 

ＦＰの氷室さんは、まず２０２３年９月１日現在における関根家（克典さんと晶

子さん）のバランスシート分析を行うこととした。下表の空欄（ア）にあてはまる

数値を計算しなさい。 

 

＜関根家（克典さんと晶子さん）のバランスシート＞ （単位：万円) 

 
 

  



【答え】  

[純資産の計算式] 

総資産-総負債=純資産 

 

<資産> 

預貯金等     ：2,950万円＋870万円＝3,820万円  

株式・投資信託 ：1,100万円＋200万円＝1,300万円  

生命保険     ：120万円+220万円＋180万円+150万円＝670万円   

不動産         ：土地（自宅の敷地）3,600万円           

                建物（自宅の家屋）320万円  

               ：土地（事務所の敷地）3,400万円           

                建物（事務所の家屋）850万円  

その他（動産等）：580万円＋180万円+210万円＝970万円   

 

総資産額＝14,930万円 

 

<負債> 

 住宅ローン  ：300万円  

事業用借入＝2,250万円   

 

総負債額＝2,550万円    

 

 

純資産額＝14,930万円-2,550万円   ＝12,380万円   

 

 

したがって正解は、12,380 (万円) 

  



問３６ 

下記＜資料＞は、克典さんの２０２３年分の所得税の確定申告書に添付され

た損益計算書である。＜資料＞の空欄（ア）にあてはまる克典さんの２０２３年

分の事業所得の金額の数値として、正しいものはどれか。なお、克典さんは

青色申告の承認を受けており、青色申告決算書（貸借対照表を含む）を添

付し、国税電子申告・納税システム（ｅ－Ｔａｘ）を利用して電子申告を行うもの

とする。 

＜資料＞ 

 
 

１． ９,０５０,０００ 

２． ９,７００,０００ 

３． １０,８５０,０００ 

４． １１,５００,０００ 

  



【答え】 
[7] 売上総利益=売上高-売上原価 

売上総利益=40,000,000円-23,500,000円=16.500.000円 

 

[33] 営業利益=売上総利益-経費合計(販売費及び一般管理費) 

営業利益=16.500.000円-5,000,000円=11,500,000円 

 

[43] 青色申告特別控除前の所得金額=営業利益-各種引当金・準備金等 

青色申告特別控除前の所得金額=11,500,000円-1,800,000円=9,700,000円 

 

[45] 所得金額=青色申告特別控除前の所得金額-青色申告特別控除額 

         =9,700,000円-650,000円 

            =9,050,000円 

 

 

したがって正解は、1 

  



問３７ 

克典さんは「小規模宅地等の特例」の適用要件について、ＦＰで税理士でも

ある氷室さんに質問をした。相続税における「小規模宅地等の特例」に関す

る下表の空欄（ア）～（エ）にあてはまる数値の組み合わせとして、最も適切な

ものはどれか。なお、問題作成の都合上、表の一部を「＊＊＊」にしてある。 

 

 
 

１．（ア）３３０ （イ）２００ （ウ）８０ （エ）３ 

２．（ア）３３０ （イ）２４０ （ウ）７０ （エ）５ 

３．（ア）４００ （イ）２００ （ウ）８０ （エ）５ 

４．（ア）４００ （イ）２４０ （ウ）７０ （エ）３ 

 

  



【答え】 
小規模宅地の特例 

[限度面積・減額割合] 

区分 限度面積 減額割合 

居住用 特定居住用宅地 (ア)330㎡  

 

(ウ)80% 

 

 

事業用 

特定事業用宅地 400㎡ 

特定同族会社事業用宅地 400㎡ 

貸付事業用宅地 (イ)200㎡ 50% 

 

 

(エ) 

相続開始前3年以内に新たに貸付事業の用に供された宅地等は、貸付事業

用宅地等の対象となりません。 

 

 

したがって正解は、1 

  



問３８ 

克典さんが下記＜資料＞の債券を満期（償還）時まで保有した場合の最終

利回り（単利・年率）を計算しなさい。なお、手数料や税金等については考慮

しないものとし、計算結果については小数点以下第４位を切り捨てること。ま

た、解答に当たっては、解答用紙に記載されている単位に従うこと（解答用

紙に記載されているマス目に数値を記入すること）。 

 

＜資料＞ 

表面利率：年０.１０％ 

買付価格：額面１００円につき９９.６２円 

発行価格：額面１００円につき１００.００円 

償還までの残存期間：８年 

 

  



【答え】 

最終利回り 
すでに発行されている債券を購入し、償還期限まで保有した場合の利回り 

 

[最終利回りの計算式] 

 
 

最終利回り=｛0.1+(100-99.62)÷8｝÷99.62×100 

       =0.1480...% 

       =0.148%(小数点以下第4位切り捨て) 

 

 

したがって正解は、0.148% 

  



問３９ 

克典さんは、６５歳から老齢基礎年金を受給することができるが、６０歳になる

２０２５年７月から繰上げ受給することを考えている。克典さんが６０歳到達月

に老齢基礎年金の支給繰上げの請求をした場合、６０歳時に受け取ることが

できる繰上げ支給の老齢基礎年金（付加年金を含む）の額として、正しいも

のはどれか。なお、計算に当たっては、下記＜資料＞に基づくものとし、計

算過程および老齢基礎年金の年金額については、円未満を四捨五入する

ものとする。また、振替加算は考慮しないものとする。 

 

＜資料＞ 

 
 

１． ５９９,１４１円 

２． ６１０,６６１円 

３． ６４０,６８０円 

４． ６５２,２００円 

  



【答え】 
 

●老齢基礎年金の計算方法 

満額の年金額 795,000円×(保険料納付済み期間＋免除期間)÷480 月(40

年×12 ヶ月) 

 

[本問の場合] 

保険料納付済期間:447月 

老齢基礎年金額=795,000円×447月/480月=740,343.75円 

 

 

●付加年金 

付加年金額=200円×付加保険料納付済月数 

 

[本問の場合] 

付加年金額=200円×240月=48,000円 

 

 

●繰上げ支給 

・本来65歳からの年金受給を最長60歳まで繰り上げることができます。 

1ヶ月あたり0.4％の減額となり、１２ケ月×0.4％×最大５年＝24％減額となり

ます。 

減額された金額=100%-24%=76% 

 

・付加年金は老齢基礎年金の繰上げ・繰下げに連動して同じ増減額となりま

す。 

 

(740,343.75円+48,000円)×76%=599,141.25円 

                    =599,141円(万円未満四捨五入) 

 

したがって正解は、1 

  



問４０ 

克典さんの父の一郎さんは、在宅で公的介護保険のサービスを利用してい

る。一郎さんが２０２３年８月の１ヵ月間に利用した公的介護保険の在宅サー

ビスの費用が２９万円である場合、下記＜資料＞に基づく介護（在宅）サービ

スの利用者負担額合計として、正しいものはどれか。なお、一郎さんは公的

介護保険における要介護３の認定を受けており、介護サービスを受けた場合

の自己負担割合は１割であるものとする。また、同月中に＜資料＞以外の公

的介護保険の利用はないものとし、記載のない条件については一切考慮し

ないものとする。 

＜資料＞ 

 
 

１． １９,５２０円 

２． ２７,０４８円 

３． ２９,０００円 

４． ４６,５６８円 

  



【答え】 
公的介護保険のサービスの利用者負担額は、 

「限度額超過分」と「負担割合分」の合計です 

 

[本問の場合] 

問題文より、一郎さんは公的介護保険の在宅サービスの費用290,000円 

で、公的介護保険における要介護３の認定を受けており、介護サービスを受

けた場合の自己負担割合は１割です。 

 

資料より、要介護3=27,048単位(1単位10円) 

在宅サービスの1ヶ月当たりの利用限度額=27,048×10円=270,480円 

 

 

・限度超過分=290,000円-270,480円=19,520円 

 

・自己負担(1割)=270,480円×10%=27,048円 

 

 

サービス利用者負担額合計=19,520円+27,048円 

                       =46,568円 

 

 

したがって正解は、4 

 

 

 

-終- 


